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○国際武道大学学生規則 

昭和59年４月１日 

制定 

（制定の趣旨） 

大学は、豊かな教養と専門的知識・技能を備えた人材を育成するとともに、学術の中心として高度

の研究を推進する場でもある。 

本学は、この目的を達成するため、諸施策を講ずるとともに、建学の精神に基づき、国際性豊かで

心身ともに健全な人材の養成を目指して、学内全機構が有機的な連携を保ち、かつ、理解と協力のも

とに本学学生（以下「学生」という。）が健康で充実した学園生活を送るよう、その指導に努める。 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 国際武道大学学則（平成元年５月30日制定。以下「学則」という。）に基づき、学生の行為

及び学内における団体、集会等の取扱いについては、この規則の定めるところによる。 

（学則等の遵守） 

第２条 学生は、学則、この規則及びその他の規則を守り、学生の本分を全うしなければならない。 

第２章 誓約書、保証人及び学生記録 

（誓約書） 

第３条 学生となる者は、入学手続と同時に学則第43条に規定する所定の誓約書（様式第１号）を保

証人連署の上、学長に提出しなければならない。 

（保証人） 

第４条 学則第44条に規定する保証人は、当該学生の在学中の身元及び学費等の納付について、その

責に応じ得る者で、正副各１人とし次に定めるものとする。 

(1) 正保証人 父母又はこれに準ずる者 

(2) 副保証人 成年者で独立して生計を営むもの 

（保証人等変更届） 

第５条 前条の保証人が転籍、転居、改姓若しくは死亡その他の理由によって、その資格を変更し、

又は失ったときは、速やかに所定の保証人等変更届（様式第２号）を学長に提出しなければならな

い。 

（学生記録） 

第６条 学生となる者は、所定の学生記録書（様式第３号）に住所、家族状況等本人の身上に関する

事項を記入の上写真を張り付けて、所定の期日までに学長に提出しなければならない。 

２ 前項の学生記録書の記載事項に変更が生じたときは、速やかにその旨を訂正した所定の学生記録

異動届（様式第４号）を学長に提出しなければならない。 

第３章 学生証 
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（交付等） 

第７条 学生証は、学生となった者に交付する。この場合において、有効期限は２年とする。 

２ 有効期限が過ぎた学生証の更新は、２年次生以上の学生を対象に、旧学生証と引換えに行う。 

３ 学生証を紛失し、又はき損し、若しくは記載事項に変更が生じたときは、速やかに所定の学生証

再交付願（様式第５号）を学長に提出して、再交付を受けなければならない。 

（携帯） 

第８条 学生は、学生証を常に携帯し、本学関係者の請求があったときは、これを提示しなければな

らない。 

２ 学生証は、これを他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

３ 学生が学生証を携帯しない場合には、教室、研究室、図書館等及び本学施設の出入り並びに期末

試験等の受験及び諸証明書の交付を拒むことがある。 

（返納） 

第９条 卒業、退学、転学等により学生の地位を失ったときは、学生証を返納しなければならない。 

第４章 健康診断 

（定期健康診断） 

第10条 学生は、毎年一定の時期に実施する定期健康診断を受診しなければならない。 

２ 前項の場合において、やむを得ない事由で受診できない場合は、その旨を届け出て、後日に受診

しなければならない。 

３ 学長は、学生の健康を管理するため、定期健康診断の受診結果によって、必要があると認めると

きは治療又は登校停止を命ずることがある。 

４ 定期健康診断を受診しないときは、諸証明書の発行を停止することがある。 

第５章 団体 

（団体の結成及び継続） 

第11条 学生が、学内で団体を結成しようとするときは、所定の学生団体結成願（様式第６号）を学

長に提出して、その許可を得なければならない。 

２ 前項の団体結成に当たっては、原則として本学の専任教員を顧問教員として定め、団体名、規

約、役員名等を明記した書類を添付しなければならない。 

３ 団体結成許可の期限は、その許可を受けた日から起算して当該学年の末日までとする。ただし、

所定の学生団体結成継続願（様式第７号）を学長に提出した場合は、１年ごとに更新を許可するこ

とができる。 

（事業等の報告） 

第12条 団体は、毎年３月末日までに所定の学生団体事業報告書（様式第８号）を学長に提出しなけ

ればならない。 

２ 団体は、毎年５月末日までに新入生に係る構成員の名簿を学長に提出しなければならない。 
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（目的等の変更及び解散の届出） 

第13条 団体が、第11条に規定する学生団体結成願の記載事項を変更しようとするときは、所定の学

生団体結成願記載事項等変更願（様式第９号）を学長に提出して、その許可を得なければならな

い。 

２ 団体が、解散しようとするときは、所定の学生団体解散届（様式第10号）を学長に提出しなけれ

ばならない。 

（学外団体への参加） 

第14条 団体が、学外において本学名をもって活動し、又は学外団体に参加し、若しくは加入しよう

とするときは、顧問教員が署名及び押印をした所定の学外団体加入願（様式第11号）に、学外団体

の規約、活動状況書を添付の上学長に提出して、その許可を得なければならない。 

（団体活動の制限） 

第15条 団体は、学内において特定の政党支持又は反対等の政治活動を一切行ってはならない。 

（活動の停止又は解散） 

第16条 団体が、次の各号のいずれかに該当するときは、学長は、当該団体の活動停止又は解散を命

ずることがある。 

(1) 学則又は諸規則に違反する活動を行ったとき。 

(2) 活動中に事故が発生する等、運営が円滑に行われなかったとき。 

(3) 構成員が不祥事に関係し、そのことが活動に密接な関連があったとき。 

(4) 長期にわたる活動の休止又は事業報告書の提出がないとき。 

第６章 集会、募金等 

（集会の許可） 

第17条 学生又はその団体が、学内において集会（集団示威行動を含む。以下同じ。）を開催しよう

とするときは、あらかじめ責任者を定め、所定の学生集会願（様式第12号）を開催日の５日前まで

に学長に提出して、その許可を得なければならない。 

２ 前項の場合において、当事者は集会場所の使用について、あらかじめ当該管理者の同意を得なけ

ればならない。 

（集会の制限） 

第18条 学生は、学内において特定の政党に係る活動を目的とする集会を開催することはできない。 

（留意事項） 

第19条 学生又はその団体が、学内において集会を開催するときは、教職員の指示に従うとともに、

大学の教育研究に支障を生じさせたり、大学の施設設備及び環境を損なってはならない。 

２ 前項の場合において、拡声器を使用する場合は、第30条の規定を準用する。 

（集会の報告） 

第20条 集会の責任者は、集会終了後は速やかにその状況等を学長に報告しなければならない。 
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（集会の禁止及び解散） 

第21条 集会の責任者及び参加者が、学則若しくは諸規則に違反する行為を行い、又は大学の指示に

従わないときは、学長は、その集会の開催禁止又は解散を命ずることがある。 

（募金、販売等） 

第22条 学生又はその団体が、学内において募金、販売等の金銭上の収受を伴う行為をしようとする

ときは、第17条から前条までの規定を準用する。 

第７章 文書等の掲示、配布及び拡声器の使用 

（文書の掲示） 

第23条 学生又はその団体は、学内において文書、ポスター、立看板等（以下これらを「文書等」と

いう。）の掲示をしようとするときは、所定の文書等掲示・配布願（様式第13号）を学長に提出し

て、その許可を得なければならない。 

（掲示の制限） 

第24条 学生又はその団体は、学内において特定の政党に係る活動を行い、又は他人の名誉をき損す

る内容であると認められる文書等を掲示することはできない。 

（氏名等の明記） 

第25条 学生又はその団体は、文書等を掲示しようとする場合、掲示責任者が個人であるときはその

氏名及び学科名、団体の場合はその団体名を明記しなければならない。 

（文書等の大きさ等） 

第26条 文書等の大きさは、縦80センチメートル横110センチメートル以下とする。ただし、特別に許

可した場合は、この限りでない。 

２ 文書等は、別に指定する学生用掲示板に掲示しなければならない。ただし、特別に許可した場合

はこの限りでない。 

３ 同一掲示板に、同一目的の文書等を重複して同時に掲示することはできない。 

４ 文書等の掲示の有効期限は、１週間以内とする。 

５ 前項の期限を過ぎた文書等は、第25条に該当する掲示責任者が速やかに撤去しなければならな

い。 

（留意事項） 

第27条 学生又はその団体が、学内において文書等を掲示しようとするときは、第23条の規定を準用

する。 

（掲示文書等の撤去） 

第28条 第24条及び第26条第２項から第５項までの規定に違反して掲示された文書等は、当該掲示場

所の管理者が撤去する。 

（文書等の配布） 

第29条 学生又はその団体が、学内において文書、図書その他の物品を配布しようとするときは、第
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19条及び第24条から第26条までの規定を準用する。 

２ 前項の規定に違反する場合は、学長はその行為を禁止することがある。 

（拡声器の使用） 

第30条 学生又はその団体が、学内において拡声器を使用するときは、所定の拡声器使用願（様式第

14号）を学長に提出して、その許可を得なければならない。 

第８章 学内施設及び居住施設の利用 

（学内施設の利用） 

第31条 学生又はその団体が、体育施設その他の諸設備を利用しようとするときは、当該施設の利用

に係る規則の定めるところに従わなければならない。 

（居住施設） 

第32条 学生は、本学が指定する居住施設（以下「指定学生宿舎」という。）に入居することができ

る。この場合において、本学は、学生がこの指定学生宿舎に入居することを推奨するものとする。 

２ 前項の指定学生宿舎に入居した学生は、別に定められた規律に従わなければならない。 

第９章 学費等の納入、延納、分納及び欠席、休学、復学、退学、留学等の手続 

（学費等の納入） 

第33条 学生は、所定の期日までに学費等を納入しなければならない。 

２ 所定の期日までに納入できない場合は、保証人連署のうえ学費延納・分納申込書（様式第15号）

を提出しなければならない。 

（欠席） 

第34条 学生が疾病その他の理由で欠席するときは、所定の欠席届（様式第17号）を学長に提出する

ものとし、引き続き７日以上欠席するときは、医師の証明書等を添付しなければならない。 

２ 学生が、各種スポーツ大会等に参加のため欠席するときは、顧問教員の承認を得て、所定の欠席

願（様式第18号）を学長に提出して、その許可を得なければならない。 

（休学、転学、退学、復学等） 

第35条 学則第45条、第48条、第51条及び第53条に係る手続は、各々、所定の願書を学長に提出し

て、その許可を得なければならない。 

（留学） 

第36条 学則第49条第３項の規定に基づく留学は、あらかじめ当該外国大学と受入れの協議がなされ

ている場合に限られ、希望者は在外地保証人、所要経費の明細書等を添付の上、保証人連署の所定

の留学願を学長に提出して、その許可を得なければならない。 

第10章 服装、交通、喫煙等 

（服装） 

第37条 服装は、学生としての品位と体面を保持し得るものを着用しなければならない。 

（交通） 
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第38条 学生は、道路交通法規を厳守し、かつ、大学の交通問題に係る指導・指示に従わなければな

らない。 

（喫煙） 

第39条 喫煙は、指定された場所以外では、これを禁止する。 

附 則 

この規則は、昭和59年４月１日から施行する。 

附 則（昭和62年４月１日） 

この規則は、学校法人国際武道大学及び国際武道大学における規程等の制定手続規程施行の日から

施行する。 

（施行日＝昭和62年４月１日） 

附 則（昭和63年11月11日） 

この規則は、昭和63年11月11日から施行する。 

附 則（平成元年２月21日） 

この規則は、公告の日から施行し、平成元年１月８日から適用する。 

附 則（平成元年12月９日）抄 

この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年３月27日） 

この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成10年３月14日） 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年３月30日） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成14年３月８日） 

この規則は、公告の日から施行し、平成14年１月１日から適用する。 

附 則（平成19年10月24日） 

この規則は、公告の日から施行し、平成19年４月１日から適用する。 

附 則（平成22年10月24日） 

（施行期日） 

この規則は、公告の日から施行し、平成22年９月１日から適用する。 

附 則（平成29年10月６日） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第11条関係） 

様式第７号（第11条関係） 

様式第８号（第12条関係） 

様式第９号（第13条関係） 

様式第10号（第13条関係） 

様式第11号（第14条関係） 

様式第12号（第17条関係） 

様式第13号（第23条関係） 

様式第14号（第30条関係） 

様式第15号（第33条関係） 

様式第16号 削除 

様式第17号（第34条関係） 

様式第18号（第34条関係） 

 


